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1. 緒言
ハイエク (1945）によれば、個々の経済主体の保有している知識には限りが
あり，競争が行われるまでは最適な技術，最適な製品といった知識を保有して
いない。しかし，このことは逆に他の経済主体とは異なる知識をその経済主体
が保有していることを示している。そうして，経済主体は自己のみが保有する
知識を利用して，状況に適応する。競争とは各経済主体が互いに自己のみが保
有する知識を利用して利潤機会を発見，追求するプロセスである。その過程に
おいて，経済システム内に孤立して存在していた知識がシステム全体で利用さ
れていく。そして，最適な技術，最適な製品といった知識はこの競争過程で発
見されていくとしている。上記のハイエクの立場に立てば，競争は新しい知識
を発見し，新しい知識を社会全体として有効利用していく過程ということにな
る。
日本と米国におけるマルチメディアの進展度合は大きく異なり，影響下にあ
る産業，ニュービジネス創造のプラットフォームの差は顕著である。米国にお
けるマルチメディア化，ベンチャーピジ‘ネスによるニューピジネス創造は，日
欧に比較して顕著な成果をあげている。これが1980年代末の米国の産業構造転
換の主体となった。日本においては，ビジネス創造を行うベンチャービジネス
がほとんど見られず，製造空洞化の中で大きな問題となっている。またマルチ
メディア化の面でも各種規制の存在は大きな障害となる。情報ハイウエー上で
企業家精神を発揮しうる人材の不足とあいまって，ビジネス創造のプラットフォー
ムの整備は遅々として進んで、いないのが実態である。
企業は，公共志向を持つ企業，効率，利益を追求する企業，社員が自らの趣
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味を商品化したい企業に大きく別れる。趣味型企業と公共型企業，効率型企業
の関係が産業を作る（清家他， 1998a）。公共型が市場を作り，効率型が市場
を広げ，趣味型が布場を多様化する。しかし，この関係は完全な棲み分けでは
なく，オーバーラップが起こり，絶え間無い競争が起こる。これが産業の構造
であり，歴史である。
本研究は知識発見過程の中での競争と戦略をソニー，松下，富士通の事例で
分析する。
2. ソニーの変化
20世紀の大企業は「商品企画・開発・生産・流通・販売」構造であった。
ところが，ソニー等の先鋭的企業は「事業群と事業支援構造体j 構造（清家他，
1998）へと転換しつあることに世界は気づいていない。世界は数千の事業を連
続的に創造する事業支援構造体企業＝「ソニー」モデルの挑戦を受けつつある。
この事業創造のキーがトリガーである。
ソニーの数千の事業はアウトソーシング戦略（多くの企業を事業に巻き込む）
をとっている。このアウトソーシングは異質な知識，トリガーを取り入れ，次々
ジョイントベンチャーで事業を起こしていく。このソニー型アウトソーシング
戦略「事業群と事業支援構造体j は現代経営の極致のひとつである。ソニーは
勝者としてニューズウィーク等の世界のメディアに讃えられているが，その勝
者たるゆえんは実はここにある（清家他， 1998 ）。
ソニーは戦後型東京企業の典型である。それに対して松下は戦前型関西企業
の典型とも考えられる（清家， 1999a）。日本型経営は戦中の統制経済下で組
織構造を戦争体験者とその子供たちで創られた。それに対して，ソニーは戦後
の米国ナイズされた風潮の中で創られ，戦後教育の失敗のなかでの秩序否定型
強者によって創られた。若者の多くはかまわれること他人にリーダーシップを
とられることを嫌う。大学の伝統的サークル，合宿が好まれないのに，愛好会，
同好会が好まれる。そんな若者の中での勝者それがソニーである。「彼らは体
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制内勝者の東大出と対峠する強者集団（日本放送協会加藤和郎）」である。良
い意味でも悪い意味でもソニーは敗戦の陰を背負っている。創業者井深大の人
生においてももっとも大きな影響を与えたものは敗戦である（『私の履歴書』
日本経済新聞社）。鉄鋼業でも新日本製銭（日本製銭＝富士製銭＋八幡製鍍），
日本鋼管にとっては戦後であったが，関西企業の川崎製鉄，神戸製綱，住友金
属の経営史（戦後の政府の方針の間隙を縫っての高炉建設等）は戦後といった
意識は欠如している。上記の視点で，以下，松下とソニーを対崎，分析してい
く。
1998年，ソニーはデジタルゲームで約1000億円，為替益で1000億円の利益を
上げたが，他の事業は利益をもたらさなかった。その上，有利子負債が約 1 兆
5 千億円。この状況で為替が円高に進みソニーは大幅な減益を余儀な＼くされた。
ソニーの強みが弱みに変わる。ソニーは「前線j を構成する事業群に競争を
強いていて，最強の組織構成員によって構成されている。日本企業においてト
ヨタが組織として最強なら，ソニーは他人群として最強であると考えられる。
松下の社員は世界の放送・メディア事業に参入し，シェアを拡げている。な
ぜかというと，プライドの高い放送・メディア関係には，松下の補完的・支援
的営業活動が好まれる傾向を持っている。「松下はいいねj という声を世界で
よく聞く（加藤和郎）。
ソニーの社員は強者であり個性的であるといわれる。放送・メディア関係と
いったプライドが高い個人，ベンチャー経営者との事業取引が，円滑に進まな
い可能性もある。したがって事業数の急拡大は，事業群の質をおとす危険と隣
り合わせである。しかし，ソニーは成長しつづけている以上，この現状がトッ
プにまでなかなか届きにくいのは，ソニーだけでなくどの組織でも同じである。
図 1 はマイルズとスノーの戦略型である。
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図 1 マイルズとスノー（ 1978）の戦略型
防衛型 Defender 狭い製品市場，高い専門性，効率の向上に関心
探索型 Prospector 市場機会を常に探索，市場の変化を作り出す，効率が悪
1婦、
分析型 Analyzer 安定事業と変動する事業を両立，効率と変化の両側面
受身型 Reactor 環境よりの圧力により初めて対応する。一貫性に欠ける。
この図 1 の中で，ソニーの変化を位置づけると，「分析型」から「探索型J
へと変化していると考えられる。ソニーの戦略変化は，松下と対峠する中で企
業として競争力を低下させているとも考えられるのである。
それでは，なぜソニーは変化しているのか，それを企業のパラダイムの変化
を反映しているものと考え，以下の視点で分析を試みる。
3. 知識量の時代の終意
20世紀は知識量が競争優位の根源であった。しかし， 21世紀を迎えるにあた
り知識量の時代は終わったと思われる。知識量の時代においては，社員に「常
に知識量に対して，飢餓感をもたすJ ことが経営者，人事教育部門の役割であっ
た。現在も多くの企業の経営者，人事教育部門はこの役割を忠実に果たしてい
る。このような企業と経営者は，新しい経営者からみると，「カモがネギを背
負ってきた（コプメ企画社長長谷川章）」としか感じない。
旧い企業は知識の生産者，「貯蓄者」としては卓抜している。しかし，知識
にはもうひとつ，消費という側面がある。 20世紀型企業では知識の消費といっ
た感覚が欠如している。かつてのような情報化が進展していない時代であれば，
知識の「貯蓄」は意味があった。ところが現在は「知識のタンス貯金」をしで
もなんの意味もなくなった。インターネット上には暴露知識が溢れている。特
定個人名での中傷から秘密情報の漏洩までなんでもありである（清家， 1998）。
終身雇用が崩れ始めている今，なんのためらいもなく知識は当事者に無断でイ
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ンターネット上に開示される。「知識のタンス貯金は気づかない関に引き出さ
れ，勝手に誰かが消費してしまう（コプメ企画社長長谷川章）。j それは新しい
経営者によってである。海外企業からも次々引き出される。
米国政府をはじめとして，必死に知識の不当な流用に歯止めをかけようとし
ているが，効果は上がらない。「法的規制が常に後追いで，その規制を破るこ
とに快感を感じる者が後を絶たない（コプメ企画社長長谷川章） J のは歴史が
証明している。経営者，人事教育担当者は知識の消費教育をしなければならな
い。知識を創る企業より 消費する企業が利益を得る時代なのである。トリガー
とは知識消費の手段であり， トリガ一戦略とは知識消費戦略である。ただし，
「消費は新たな創造を産む（コプメ企画社長長谷川章）。J とも考えられる。
ここで知識戦略という概念を考えてみよう。知識とその創造が，企業経営に
とってもっとも重要な概念であることを明確にしたのは，一橋大学の野中郁次
郎教授（1990）である。そこで，知識戦略とは「知識を競争優位の手段と考え，
その知識の学習，創造，編集を前提とした行動を行う j 戦略と規定しよう。知
識は種類，量，質の 3 つで規定しうる（清家他， 1998a）。この戦略では特に
知識の「量」に注目する。企業の成長期を観察すると，成長期は知識量が競争
優位の前提となる。例えば，日本の鉄鋼業の成長期である昭和30年代，通産省，
鉄鋼大手 5 社の国を挙げての連携戦略である（清家， 1995b ）。
新技術L D転炉技術導入，この新しい製綿技術の知識導入のために，通産省
の音頭で日本鋼管を母体として大手 5 社が共同で，知識を海外から導入，学習，
創造，編集を行った。日本の戦後鉄鋼史「鉄鋼業の世界制覇」であった（清家，
1995a）。
これが知識戦略である。このように，知識戦略には，大規模な投資と長期間
の学習，関連する数多くの辛抱強い知識創造，知識の編集といった”物語り”
が存在することが多い（清家， 1997c）。知識量の獲得が競争企業を凌駕する決
定的な鍵だからである。この知識戦略が大企業にとって有利か，ベンチャーに
とって有利かを考えてみよう。これは，シュムベータ (1950），ガルブレイズ
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(1952）のいうとおり，大企業システムがもっとも効率良くなしうると考えら
れる。もし，当時，ベンチャーに鉄鋼業での知識戦略を行わせたならば，桁外
れに大規模な公的支援を行う必要があったと考えられる（清家， 1996）。知識
量＝投資額，その大きさが知識戦略の条件かもしれない。
ところが，成熟期には知識の量的側面が比較的問題とならない状況がみられ
る（清家， 1999b）。鉄鋼業が成熟した現在の状況においては，少なくとも鉄
鋼に関する知識量の差は戦略における競争優位に繋がらない。新日銀は，新し
い知識である鉄鋼以外の事業への参入，新事業の開拓において成功したとは言
い難い。戦略人事による大規模分社化，出向等で鉄鋼 5社は企業として生き残
りに成功したが，事業としては失敗した（清家， 1992）。本業における知識の
差によって競争優位を得ょうという知識戦略は，鉄鋼業においてはもはや意味
をもたない。
このようにその”本業”に関する知識量の差が競争優位に繋がらない事例は，
成熟産業では多く見受けられる。自動車産業，家電・オーデイオ産業，ビール
業界等枚挙にいとまがない。一般に企業活動において日本型企業を観察すると，
その活動において知識量の持つ機能が限定的になりつつある。これは，経営史
的にみて日本産業の成熟化と無関係ではない。
その結果，知識の量ではなく知識の「種類」に問題を転嫁するのが異業種交
流といった「知識融合型産業」待望論である。また，知識の「質」についても
問われるが，どちらも日米欧の経済的成熟を解決する戦略となるかどうか，は
現時点では疑問である。知識戦略は成熟を救う戦略ではないのかもしれない。
4. トリガ一戦略
90年代後半，周知のごとく，上記のような成熟産業においても成功している
企業は存在する。自動車における本田技研，家電‘オーデイオにおけるソニヘ
ビールにおけるアサヒである。これらの 3社が，競争企業に対して本業での知
識量で，その業績の差に相当する優位を持っているかどうか，議論が分かれる。
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この 3杜が本業の知識量で決定的優位を持っているのであれば，知識戦略の成
果が成熟期でもみられることになる。しかし，インタピュ一等でみる限り，そ
の決定的優位は知識量によるものではない（清家， 1999b）。また，知識の種
類，質についても検討したが，これも競争優位の決定的要因とは考えがたい
（清家， 1999a ）。
さて，本田技研，アサヒ，特にソニーにインタピューをしての結論は， トリ
ガー（trigger）といった概念を戦略，組織，人事に関して経営学用語として
規定する必要性である。これは100社を超えるベンチャ一企業にインタピュー
した結論でもある。トリガーは”キッカケ 気づき”といった意味であるが，
「知識量J と対置的な概念である。鉄鋼業でみたように，知識戦略では，知識
量の蓄積，移転，学習によって事業，商品化を行う。それは，無いところに知
識を生じさせるのである。
しかし， トリガーはそうではない。知識がそこにあることを前提とする。成
熟産業では本業に関する知識は有り余っている。過剰な知識が方針転換を遅ら
せた，失敗したといった経験をもたない企業人は少ない。この情報過多，知識
過多の時代，知識は広範囲に，職場に存在している。この状況は以下のメタファー
で表現すると分りやすい。
「耳年増の女子高生J （情報過多），「お節介なゴルフの教え魔おじさんJ （知
識過多），「成功おじいさん」（経験過多）ほど困った存在はない。例え，それ
がほんものニセものか，といった判断に困る知識であっても，とにかく溢れて
いるのが成熟産業である（清家， 1998）。
上記を，「知識飽和J と規定できる。この“飽和を凝縮させる”のがトリガー
である。空気中の水蒸気が飽和しているとき，わずかの塵が飛び込めば，一瞬
に水となり，大雨を降らせる。この「飛び込む塵」がトリガーである。「知識
を飽和状態にさせ， トリガーを放り込み，短時間に事業，商品を生じさせる」
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これがトリガ一戦略であると規定しうる。
これは，知識戦略＝電気工学， トリガ一戦略＝電子工学とアナロジーすれば，
分かりやすい。電気工学と電子工学の相違は以下である。竜気を運ぶのが電気
工学，信号を運ぶのが電子工学である。電気工学は，電線に電流が流れている。
電流を流していって，そこのモーターを回す。したがって，大きい力が必要な
ら大量の電気を運ばなければならない。運ぶ“量（電力量）”が重要である。
遠いところに電気を送るのは設備も技術も大変であり，危険でもある。ところ
が，電子工学では，電線には信号しか流れていない。電源はそこにすでにあり，
運ぶ必要はない。信号（トリガー）によってモーターを回すのであるから，ど
んな遠くでも関係ない。
成熟産業では， “電気工学”で知識を大規模送電線で運ぶ必要は既に無い。
職場の中に“電気”（知識）は溢れていて，モーター（知識保持者）も溢れて
いる。“電子工学”でトリガー（信号）を送ってやり，モーターを職場ごとの
電源で回せば（事業創造）すれば，良いのである。ソニー，ホンダ，アサヒの
社内には，知識は溢れている。その中を， トリガーが飛び交い，飽和している
知識をつぎつぎ事業，商品として「凝縮J させる。これがトリガ一戦略である。
知識飽和には 3 つの方法がある。 1 つは「成熟確認」である。成熟している
ということについて企業内で認識が起こる。 2 つは「成熟目標J である。人聞
は心理として目新しいことを見つけてそれを学習しようとする。それを止める
には目標を変えることになる。関値を下げることである。周知のごとく，松下
電器， トヨタは商品の「性能の関値」を下げることで，品質向上へ社員の努力
の方向を変えることで成功してきた。今回は，方向を変えるのではなく，立ち
止まらせて， トリガーを打ち込む場を創るのである。 3 つは「成熟促進J であ
る。これは経営者，人事教育部門の役割である。
成熟促進＝知識飽和を行うには，知識のルーターとしての役割を社員にさせ
ることになる。知識は留めるのではなく，自らをルーターに変え，そのまま誰
かに流すのである。ベンチャー経営者のあいだ、で流行っているのが，「連歌j
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である（清家， 1999a）。連歌は自ら結句を作らない。連歌イノベーションと
でもいうべき創造過程である。日常どんなたわいないことでもインターネット
連歌を楽しんでいると，自らをルーターにする，といった感覚が身に付いてく
る。商品化，事業化も連歌と同様である。どんどんルーテイングしていて，自
分の中を大量の知識が流れ，去っていく。歌を繋いでいって，大いなる一体感
の中に酔った中から，次々トリガー（気づき）が起こり，歌が詠まれていくよ
うに，事業創造が行われるのである（清家， 1999a）。上記は先鋭的な事例で
あるが，現在，どこかで， トリガーが知識の飽和を凝縮させ始めれば，ルーテイ
ングの過程であっという間に事業計画から商品まで作り上げられる（速度の経
営：リアルタイム経営；清家彰敏）。このような事業創造過程を行っているの
は大企業ではソニーが典型的である。多くの大企業の事業，戦略人材教育にも
このようなベンチャーで行われている方法が導入される必要があるかもしれな
し、。
さて， トリガ一戦略の一つの例を述べよう。それは，異種論理をトリガーと
して導入する方法である。それを成熟産業を事例として述べてみよう。
5. 成熟産業とトリガ一戦略
成熟産業と言う言葉が安易に使われる。この言葉は戦略に最高の機会を与え
ている。誰もが安易に使う言葉には，大きなどジネスチャンスが秘められてい
る。なぜ、なら，安易に多用される言葉は，社会の「慣性J を示しているからで
ある。組織には慣性があることを分析したのはレスリスパーガーであるが，明
らかに組織はある方向に動き出せば，その傾向を止めることは難しいことが多
い。成熟産業と誰もが，思っているなら，その裏をかく戦略がかならず存在する。
コンテンツビジネスとトリガー
マルチメディアは大きな変化を世界にもたらそうとしている。マス・メディ
アから一方向で個人がサービスを受ける時代は終わり，双方向で個人が発信す
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る時代になった。同様に個人が企業から一方向で商品・サービスを受けるので
はなく，双方向の時代になってきている。個人，市民がそれぞれ起業し商品・
サービスを発信する。このとき，発信と受信は 2 者間のみで止まらない。次々，
発信・受信が連鎖されネットワークされていく，この連鎖は地域社会，特定集
団内で止まらず，世界の中で連鎖される。この感覚を理解するのに「食物連鎖J
を持ってくるのは欧米感覚であるかもしれない。一方，この感覚を「連歌」と
とらえるなら東洋感覚かもしれないと思われる。このとき，その発信・受信は
同時におこる。ある個人は発信者であると同時に受信者でもある。そして，同
時にネットワークの“ルーター”として機能する。自分で留めず，次々，連鎖
（ルーティング）させていく，過程でトリガーが発生するのである。
サイパースペース革命で現実（リアル）における空間・時間以外に仮想（バー
チャル）な空間・時聞が個人，集団（企業・サークル）の中に急速に拡大して
いる。この現実と仮想、は日常的に相互浸透しあい，時として個人は企業以上の
存在となり，発信（起業）しうる。このような主婦が空間・時間を超えて育児
の傍ら日本や米国の産業の決定的な創造をなしでも不思議ではない。現在，米
国における新設事業の95%が自宅ビジネスであるとも言われ，この数字はこの
市民企業化への傾向を知実に示している。
普通の市民，若者や主婦や高齢者が起業するこの時代は営利と非営利も相互
浸透，流動化しあう。ここでは nonprofit organization （非営利組織）はnot
for profit （営利のみを目的としない組織）にその活動領域を，目的の制約等
があるがゆえに奪われようとしている。労働省の職業安定所が民間の求人情報
誌等に代替されつつある。公設老人ホームがシルバービジネス，ボランテイア
組織に取って代わられるかもしれない。
このようなマルチメディア化の中で，日本電気の水野幸男特別顧問は，デジ
タル事業の創造について以下のように述べている（インタビュー， 1997 ）。
マルチメディアとは人間の心にインパクトを与えるモノである。絵や文字よ
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りも音楽のほうが感性を揺すぶる。人間の心にインパクトを与える道具として
マルチメディアを使い企業革新を行っていく。将棋の羽生名人はデジタル化が
生んだ人材であると思われる。デジタル情報を使いこなし，なおかつ高い感性，
直感を持っている。ロジカルに強い名人を生む過程が見つけられるのではない
か。マルチメディアの狙うところは社内の人材にこの羽生名人を育てたデジタ
ル化のもたらす環境を与えることだと思う。また，コンテンツがネットワーク
より重要であるとの認識を持っている。
また，企業はベンチャー型に企業戦略，組織を変革し，企業活動のスピード
を上げていく。フットワークの軽さが勝負である。 NE Cベンチャーをどんど
ん創造していきたい。
大企業の階層構造は担当者の発想が階層を上がっていく過程で説得等で疲れて
しまう。独立した形態としてベンチャー型が望ましく，従来の構造を変えてい
かなければならない。
マルチメディア工房を日比谷に創ったが，従来のNE C の関係した人材の枠
を超えたいろんな人材を呼んできてコンテンツを創造していく，「コンテンツ
創造の装置J の試みと考えている。画像・音楽・写真といったデータベースと
コンテンツ創造装置についてこれからも次々試みを行っていく。
上記の考え方に立って，デジタル事業考えるとき，もっとも成功している企
業のーっとして「ゲームj 事業が，そして，ゲームを超えて社会へインパクト
を与えつつある事業に「人工生命J がある。これらはコンテンツビジネスとい
う形で21世紀に最大の産業として，登場してくると考えられる。ピル・ゲーツ
がコーピス社を使って，日米欧中印他の世界の美術，建築，工芸等のコンテン
ツを買いあさっているのもその戦略の一つである。日本では既に，金閣寺のデ
ジタル肖像権はピル・ゲーツの手に落ちた。
20世紀末，世界の政治経済の政略，戦略の軸は製品といったハードウェアか
ら，プログラムといったソフトウェアに重心が移った。ウォークマン（ハード
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ウェア）をウインドウズ（ソフトウェア）で買える（交換できる）時代になっ
たのである。しかし，この変化に慣れるまもなく，次の変化が起ころうとして
いる。それが21世紀である。ハードウェア，ソフトウェア，次はコンテンツへ
の政略，戦略の軸の転換である（清家， 1999a）。ウォークマン，ウインドウ
ズを金閣寺（デジタル）で交換できる時代である。
6. 富士通のマルチメディア戦略
コンテンツにどう取り組むかが戦略課題となったとき，富士通にはその経営
資源がないことを戦略部門は認識させられた（清家， 1998a）。富士通は通信，
コンピュータ等の高い水準の技術者集団であり，芸術，音楽といったコンテン
ツは理解できないといった組織文化で長期的に成功してきた（古河建純取締役，
インタピュー， 1998）。芸術，音楽なんて分からないが，コンピュータや通信
は大好きといった人材が富士通への入社を希望する傾向があると思われる。そ
のことが富士通をコンテンツビジネスに向かない体質にしてきた。社外の音楽
や芸術関係の人と話をしても会話が成立しない，それで 8 年ほど前にコンテン
ツ研究グループを試みに作った。
テレビ， C D-ROMに関して社外の研究と交流が繰り返された。ソニーは
コンテンツに比較的理解のある企業と思われている。ソニーはNH K等の放送
産業と長期間の密接な取引関係を持っている。この関係が企業間間でのコラボ
レーションをもたらし，ソニーにおいてコンテンツが理解できる組織文化を生
み出したと考えられる。この研究会で コンテンツに強い企業との交流が生ま
れ，ょうやく社外のコンテンツに関わる人と会話が成立するようになり，その
結果コンテンツ創造を行っている人材との交友関係が数多く生まれた。
富士通のC D-ROM 「T EO－ーもう一つの地球一一フインフイン」にお
ける大村時一宝塚造形大学教授の人工生命研究グループ，ヴイジ、ユアリスト手
塚真氏と富士通との共同プロジ、エクトも上記の交友関係から発生している。 T
E Oは人工生命技術を基盤とした「タイトルビジネス（ゲームソフト作り他）
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のプラットフォームJ である。 1989年バーチャルリアリティ研究として人工生
物プロジェクト開始， 90年コンピュータグラフイツク札幌学会で「鮫とクラゲ」
を発表。 92年富士通総合展で仮想生物「シャルロット j を発表， 94年電脳エー
ジ‘ェントプロジ、ェクト部設立の後に95年TE O を発表した。新技術として「生
物エンジン（世界を認知，思考，行動する）J 等の技術を開発した。
TE Oプロジェクトは研究所のメンバーと社外のクリエーターが明石の富士
通研究所（以下明石研究所）に集まって行われた。米国版ソフト開発も進めて
いる。今後プラットフォーム化を進展させ， TE Oのプラットフォームの場に
ゲームソフト企業，クリエーターを集め，タイトル作り（タイトルビジネス）
を進めたいと，思っている（古河取締役）。富士通がプラットフォームを創り，
その場で「多くの企業，クリエーターに自由にピジネスと競争を展開させるj
という構想である。 TE O というプラットフォームができた結果，それがマル
チメディア事業のインフラストラクチャーである「ビジネスプラットフォーム
（竜脳事業基盤）J になって，多くの企業を呼び寄せ競争と創造が始まる（清家，
1999a ）。
明石研究所の技術者と大村陪一教授，手塚真氏との組織間関係（社外ネット
ワーク）では，社内外双方で学習，創造が起こったと思われる。
ビジネスプラットフォーム事業 fハビタットJ
ワールド・ザ・ウェイ（会員数数万人）のキャラクターとしてハピタットが
ある。米国人にはハピタットのキャラクターは好まれない。米国向きのキャラ
クターを米国向きのサービスとして創る必要がある。このように同じような
「世界（ビジネスプラットフォーム）J を数多く創りたいと考えている（古河取
締役）。それぞれに同好会が出来ている。マニアの同好会，子供向けのサービ
スを創るといった「世界」の多様化が進めうる。富士通としてはこの多様化を
進めうるビジネスプラットフォームのまた「土台j となるプラットフォームを
創造していこうというのがマルチメディア戦略である。
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明石研究所は 3 次元のハピタットを創り，米国版を作成し，このビジネスプ
ラットフォームの場にコミュニティの広場を創りたいと，思っている。この場で，
ベンチャ一等，多くの企業，個人のあらゆる活動である，ビジネスから生活，
文化まで起これば望ましいという理念である。
以上が富士通の戦略であるが，この産業の将来性と特徴は， C D-ROMに
おける大ヒット「YEL LOWS j を制作した江並直美氏の言を借りればよく
分かる「YEL LOW S」は大ヒットした作品である。江並は以下のように述
べている（インタピュー， 1997 ）。
CD-ROMはメディアとして始まったばかりで「情報伝達の文法j ができ
ていない。映画もはじめは面白くも何もなかった。これからすべて始まる。 C
D-ROMは現在， C D-ROM版ゲームも C D-ROM版百科事典も閉じ類
のメディアだと思われている。こう，思っている人ほどC D-ROMの時代はも
う終わり，これからはネットワークの時代という。このような論議は意味がな
い。籍（メディア）の問題ではなく，中に入れるモノが問題ではないか。
コンピュータのモニタの上で写真を見ていく，紙の印刷物が電子の印制物に
変わったのがC D-ROMである。紙の印刷物と根本的に異なると思う。多様
な“見方”が可能となるメディアである。紙の写真集は180ページなら180ペー
ジの写真構成を制作者一人のエゴで決める。これは写真の順番を一人のエゴで
決めることである。見る人が，例えば98ページの写真がどうしてもイヤだと思
えば，写真集は全体の順番を変える必要がでてくる。
それに対して， C D-ROMはその人（ユーザー）に合わせて順番を変える
ことができる。また写真集であれば写真の枚数は物理的に制約があり，数百ペー
ジが適当なページ数である。ところがC D-ROMは5000枚と言った写真が載
せられ，桁が 1 桁も 2桁も違ってくる。しかし， 5000枚入るにしても5000枚す
べて見る人はあまりいない。適当な枚数をコンピュータによって毎回違う順番
一 134 (678）一
で見せることが可能である。
写真家の感性を 1 つのパターン（写真の順番）でしか追体験させることがで
きないのが写真集である。それに対してC D-ROMはいくつもの多様な追体
験を可能にし，制作者とユーザー（読者）が交流して新しいパターン（見る順
番）を毎回試みれる。写真を観る実験的行為が写真のC D-ROMである。同
じ画像を見るにしても，テレビは“眺める”のに対して， C D-ROM版写真
集はコンピュータの画面を“見つめる”のである。集中力が決定的に異なる。
また，ユーザーが撮った写真とアーテイストの撮った写真とを合成できると
いったC D-RO M用「合成エンジンJ といったソフトも興味深い。
このようなコンテンツ事業とマルチメディアの将来について富士通は以下の
長期計画を構想している。
7. マルチメディア事業展開の背景と経営方針
富士通として多くの試みをマルチメディアビジネスに関しては行ってきた。
先端技術の応用といった点から考察してみよう。 fハイテクからの切り口J と
いうが，一部ゲーム，専業メーカー等で行っている「上から下へ（技術，理論）
降りてくる」のはなかなかうまく行かない。いままでの経営戦略である製造メー
カーとして，通信とハード＆ソフト，プロダクトだけを売っているのはビジネ
スとして今後成り立たない可能性が大きいと考えられる。従来のプロダクトに
情報サービスを付加する必要があるのである。
パソコンだけで，付加価値をつけるのは難しい。プロダクトだけでは富士通
が事業として行う“意味”がない（古河取締役）。パソコンをアウトソーシン
グを使って組み立てている企業が世界に数多く存在している。高い技術も広範
囲な技術も必要ない。富士通ならではの事業としてもはやパソコン生産は位置
付けられない。もっとも，富士通にとっても年産200万台から300万台の販売が
あれば，事業としてパソコンも存在していける（古河取締役）。しかし，存在
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するだけでは富士通にとって意味がない。なんらかのプラスアルファがある事
業であって欲しいというのがトップの考えである。
いままでのメーカ一色が今後の富士通のマルチメディアビジネス戦略を構想
する際障害となってきている。現在，コンピュータ，通信，半導体に加えてソ
フトサーピス部門が強化されメインフレーム中心にシステムインテグレーショ
ンを行っている。マルチメディア事業はシステムインテグレーションとはかな
り体質が異なっている（清家， 1997b）。システムインテグレーションは受注
生産（延期的意思決定），マルチメディア事業は見込み生産（投機的意思決定）
であり，体質が分かれる。したがって，この事業はシステムインテグレーショ
ンとはっきり区別されている。
このマルチメディア事業は 2 つに分かれる。第 1 はビジネス部門でインター
ネットのプロパイダー，マルチメディア情報を行うグループで，これらは通信
やコンピュータに属していない。第 2 は富士通研究所でマルチメディア技術に
ついて研究開発を行っている。 }fl崎と明石の研究所がマルチメディアでは特に
強みを発揮している。厚木の研究所はもっと基礎的，素材的研究を行っている。
明石は特にマルチメディアの個人に関する研究開発であり，他人ユーザー向け，
グループウェア，イントラネット，マン・マシンインタフェースといった開発
を手がけている。
マルチメディア事業（ビジネス部門，富士通研究所）はネットワークピジネ
スである第 2種電気通信事業者，例えばニフテイ・サーブ等を支援することを
経営方針としている。マルチメディアのインフラストラクチャー（ビジネスプ
ラットフォーム）を整備していくのが事業目的である。
ついで，コンテンツにどう取り組むかが課題となる。
8. インターネットテレビと富士通
家庭における情報化の中心はテレピが果たしてきた。テレビの機能は家庭の
中で他の家電の追随を許さない。その視点から，テレピとインターネットのー
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体化が大きな市場になると考えている。 TVから家庭でのどジネスに参入する
際，富士通はテレピを販売していない。このことが逆に事業を有利にするかも
しれない。系列企業の富士通ゼネラルのT Vはあるが，主要製品ではない。し
たがって，富士通はテレビ生産を行うすべての競争企業と良好な事業関係を築
けるフリーハンドを持っている（古河取締役）。
ウェブTVは多くのコンテンツを持っているので組んで事業を行いたいと思っ
ている。テレピを使った双方向通信が成立すると思われ，日本でウェブTVへ
のサービスを行い，「センター」と名付けている事業主体に事業化を企画させ
ている。
I C L は富士通が90%の株を持っている。英国の Ic L と富士通は，英国の
放送業BB Cのインターネットサービスに共同で参加している。したがって，
富士通を代表して Ic L のBB C コンテンツのコミッテイの委員を務めている
が， BB C はかなり多角的に事業を展開している。英国の自動車雑誌で最大の
シェアを持つ「トップ・ギアj 誌はB B C の出版である。 F 1 グランプリの雑
誌としてよく知られている。 B B C はこの雑誌をインターネット上に載せてい
る。
1997年 1 月 1 日にテレピ東京で「世界の遺産」を放映した。ここでスポンサー
として富士通は新しい試みを行った。一般に知られていないが，スポンサーは
通常そのテレビ番組に関して何の権利も有していない。富士通はテレピ朝日で
「世界の車窓」のスポンサーを10年間続けてきた。これを C D-RO Mで販売
したが，番組に関して権利がないとこのようなコンテンツビジネスは困難にな
る。テレビ東京で「失われた文明J のスポンサーになったが，このときにはテ
レビ東京とコンテンツを共同版権にし，テレビ東京はテレピ放送，富士通はC
D-ROMを発売した。この第 3 段が「世界の遺産」であり，新しい試みを行っ
た。前 2 作での学習を踏まえて 番組制作から全部テレビ東京と共同プロジェ
クトにしたのである。これは自分たちが関わったコンテンツを C D-ROM化
し，ネットワークに載せようという富士通の将来に向かつての事業姿勢のあら
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われである（古河取締役）。コンテキストビジネスはBB C，テレビ朝日，テ
レピ東京と組んで，製作に深く関与して行っていきたいと構想している。
以下に富士通の戦略を列挙する。
マルチメディアビジネス組織に対するマネジメント
トップマネジメントがマルチメディアに大変興味を持っていることは社外に
もよく知られている。したがって このマルチメディアビジネス組織に理解を
持って，育成しようとしているし，コンテンツビジネスがどのようなものかも
よく認識していると思う。
インターネットビジネス
現在のインターネットを見ていると，インターネットを使う人が「どうして，
お金を払う気になるかJ が理解できない（古河取締役）。“お金を払う気にな
る”構造が今のインターネットにはピルト・インされていない。インターネッ
トでアクセス数が分かつても“顧客”理解，ニーズ理解といったことには不十
分すぎる，意味がないとさえいえるのではないか（富士通浅井次長）。
ビジネスとして成立させるためには，アクセスを待つ，検索を期待するといっ
た姿勢では成立し得ないのではないかと思われる。家庭の主婦が検索してくる
と信じている人はビジネスが分かつてない人であると思う（古河取締役）。
顧客マネジメントが重要である。顧客情報の吸い上』王ダイレクトマーケテイ
ングが求められている。例えば 1 万人の会員で電子メールの発信が行われてい
るという場合，その場でのビジネスでは顧客とメーカーの区別ができなくなっ
ている。実験対象ではなく，企業が一般から会員を募集し，会員から会費等の
金銭を受け取り，調査趣旨を伝えてマーケティングする。
9. マルチメディアビジネスは適者生存の世界
パソコン産業を例に取ると，まったくいままでなかった産業ができるまで15
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年かかった（清家， 1998b）。ところでマルチメディア産業とパソコン産業は
異なっている。インターネット等のマルチメディア産業は周辺産業との“垣根”
（境界）が低くなっている場で発展し，同時に周辺産業の境界を情報化の波に
よって低くしていく。このことは，今までなかった産業が創造されるというケー
スより，既成の産業をマルチメディア化していく過程で，事業を奪い取ってい
くケースが多いことに繋がる。例えば，新聞事業が消えていく結果，他の産業
がその社会的役割，事業を奪い取ってしまうことが考えられる。極端に言えば，
マルチメディア化によってマルチメディア産業ができたとしてもそれと同規模
の既成産業が消えてしまえば，産業的な拡大はゼロである（清家， 1999b ）。
その可能性も否定できない。産業間で事業の食い合い（生存競争，適者生存）
だけが激しくなるといった世界がマルチメディアビジネスかもしれない。この
視点で，富士通の戦略を分析する。
アライアンス戦略と富士通
適者生存の時代であれば よいパートナーと組んでビジネスを拡大すること
を考える必要がある。従来，富士通は企業との関係は密接であったが，個人と
の関係は弱かった。良いパートナーであるウェブTV, BB C，家電メーカー
との関係を強め，個人生活にシームレスに接していきたいと考える。コンテキ
ストのデザ、インができる人材が重要である。
外部のコンテンツを持った人材と積極的に接触し，事業を創造していくが，
富士通社員はこれを理解できなければならない（古河取締役）。しかし，コン
テンツを持った人材を富士通社内に抱え込む必要はないのではないか，との考
えが富士通の戦略である。企業に属さないで自由な立場を維持してもらい，契
約社員といった雇用形態のほうが望ましいと思われる（古河取締役）。
「センタ－J ビジネス
「センターJ とはマルチメディアビジネスでの事業主体を指す名称であり，
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「発信源」といったイメージである。センターはインターネットの場をデザイ
ン，編集する事業主体である。インターネットの内のある集団，フォーラムと
でもいった集団をしかり顧客管理，個人管理し，その場での広告を企画してい
く（古河取締役）。
例えば，シャープのザウルス上の地図ビジネスを富士通は行っているが，そ
のビジネスとセンターの関係を考えてみると，センターは顧客管理をし，個人
管理，広告でアプローチしている。ゲーム機のソフトに関しでもセンターは企
画されている。
この「センター」概念で規定された事業創造の手段は，富士通がもっともう
まく機能させていると思われる。センターの機能はサービスインフラストラク
チャーを創造していくことにある。ザウルスといった端末は次々変化していく。
センターで顧客を管理し，情報提供（発信）していく事業を次々企画していく
必要がある。
このセンターの具体的なイメージは， UNI X を 100台つなげて，会員によ
る事業費用の負担で運営されていく形である（古河取締役）。このセンターの
創り出す場にコンテンツを載せる。このセンターは，個人がパソコンで創り出
すことができる場をはるかに超えた企画能力，大きな設備，インフラストラク
チャー（UN I XlOO台といった〉をもっている必要がある。
ニフティのセンターは日商岩井50%，富士通50%の出資で創られた。しかし，
成長する，拡張するということはレスポンス性を考えるとマイナスである。し
たがって，顧客ごとに配信していくようにセンターが分割されていくことにな
るのが自然である。会員の内 検索していく人は全体の10%から15%である。
レスポンス，顧客にとどけ，コラボレーションしなければすぐ事業が成立しな
くなる。
センターの適正規模は運用10人，開発を前提にした技術，企画を考えると全
体で50人は必要と思われる（古河取締役）。 20から30人が常に次の開発を常に
行っている体制が組織に求められる。以下，上記の戦略を補完する事業を列挙
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する。
富士通のインターネット上でのテーマパーク等への事業展開
パソコン，ザウルス用でのサービス
1 ）テレパーク
東京発のオンライン雑誌，日本語と英語でゲームの評価，デートスポットを
配信している。
2 ）インター Tv 
テレビの番組ガイド，テレビにつなげば，自分専用の番組編成を行ってくれ
る。ニュースが好きな人にはそれようの番組編成，特定の俳優のファンならば
その俳優を見やすい番組編成が行われる。
3 ）ワイルドバード
地図情報。東京，渋谷，横浜といった地域の15万店をインターネット上で紹
介等のサービスを行っている。
ゲーム系事業
ハピタット，ワールドウェイを事業として行っており，センター的なアプロー
チをしている。
富士通のパソコンに関しては操作，使用法のサービス事業を行っていこうと
している。パソコングループとはつかず、離れず、やっていこうと考えている。自
分たちもコンテンツ，ゲーム等をおこなっていないと理解できなくなるので事
業の中でやっているが，それはセンター＝ビジネスプラットフォームサービス
を行うための必要として行っているものであり，主ではないと考えている。
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富士通のマルチメディア事業の将来について総括考察する。事業構成は70%
がコンピュータ，情報， 20%が通信であり， 10%が半導体である。マルチメディ
アビジネスはこのすべてに関わっていると考えられる。富士通のマルチメディ
アビジネスの特徴はセンターによるビジネスプラットフォームであり，計画主
導型である。今後そのビジネスプラットフォーム上で，クリエーター，企業，
個人が自由に活動的に創造できることを期待しているが，意図が主導している。
上記の富士通は，マルチメディアへの計画的進出の構造と過程であるが，現実
のマルチメディア市場は，よりダイナミックな戦略行動創発型＝自己組織化型
が存在する。
10. ソニーの鏡の国のアリス戦略
行動創発型はソニーに事例がみれる。「フェア」「グローバルJ 「ミラー効果」
「ドリーム・カムズ・ツルーJ I愉快工場J といった行動原則がソニーのグラン
ドスタンダード（清家， 1998c）であり，ソニーの行動原則がソニーに関する
スタンダードを形成する。このソニーの行動原則型のグランドスタンダードが
以下のソニーのマルチメディアにおける「鏡の国のアリスj 戦略を可能にして
いる。
ピデオにおけるかつてのベーター方式と VH S方式のデファクトスタンダー
ド争いはよく知られている。最終的にVH S 方式が市場を支配し，ベータ一方
式に固執したソニーはデファクトスタンダード争いに敗れた。というのが一般
的な認識であり，経営史上の位置づけもそうなるであろう。この常識に挑戦し
てみよう。
これを経営史的に規定すると 3 つが特記できる。 1 つは最終的にVH S に統
合され，ベーターは市場から消えた。 2 つはVH S は企業連合が支えており，
どこかの企業が一人勝ちといった形でのデファクトスタンダード獲得ではなかっ
た。 3 つめはデファクトスタンダード獲得時点では技術的にも広範な知識の普
及がなされており参入障壁は極めて低くなっていた。
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このように考えると果たしてソニーはほんとうに敗者であったのか，とユニー
クな研究で知られる電子技術者の取田秀樹（インタビュー， 1998）は分析する。
ベータ一方式はシェアはVH S より徐々に少なくなり，最終的にはソニーの撤
退で消えてしまったが，ソニーに関してのみ見れば，ソニーは常にビデオテー
プのシェアではトップであった。 30%程度とればトップである。つまり，パイ
が大きくても子供が多ければ分け前は少ない。ベーターはパイは小さいがソニー
が一人で取るのでVH S を大勢で分けるより取り分は一番多かった。また， V
H S の基本特許もソニーが握っているから， VH S でも利益をソニーは得てい
る。ベーターはVH S で負けたが ソニーは負けていない，というのが取田の
分析である。
この点については，ソニーの大賀典雄会長も以下のように述べている。「ソ
ニーとアップルコンピュータの差（業績）が付いたのは特許のせいj。パソコ
ンのデファクトスタンダード（事実上の標準）を握れなかったアップルのよう
に，ソニーも家庭用VT Rで規格争いに敗れた。しかし，「V H S にもソニー
の特許が多く生きており，傷が浅かったJ （日本経済新聞， 1997年 9 月 13 日
（土） 9 面「回転いす アップルとの差は……J ）。
ここで，どの企業もデファクトスタンダードを狙う，といった戦略に欠ける
企業があふれる状況を逆手にとる戦略が生まれる。それは「鏡の国のアリス」
戦略である。そのポイントは 5 つある。 1 つはデファクトスタンダードに対し
て 2 番手のスタンダードを打ち出し，一定期間競合させる。 2 つはその 2 番手
市場ではトップのシェアを取るか，できれば独占する。 3 つは松下のような効
率志向型企業は必ずデファクトスタンダードへ参入しようとするから，効率志
向型企業をスタンダードで混乱させ，効率生産・販売を実現させない。 4つは，
競合期間内に次の異質の商品への移行を済ませ，デファクトスタンダード争い
で負けたときには，その経営資源はすみやかに次の開発へと投入する。この戦
略の条件は次の商品（不連続で異質であるほど良い）への絶え間ない経営資源
の移動を可能にすることである。立ち止まったら，その瞬間にこの戦略は成立
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しなくなる。鏡の固でアリスは走り続けるがゆえに存続できた（ルイス・キャ
ロル）。それがゆえに，この戦略は「鏡の国のアリスj でイメージされる。 5
つは効率志向型企業である松下， トヨタと同じスタンダード（土俵）で勝負し
ないことである。ソニーはもっとも脅威である効率志向型企業松下電器産業を
デファクトスタンダード争いで揺さぶり，絶対に効率的な生産・販売体制を準
備させない。ピジネスプラットフォーム参加企業の創造性発揮の場を創出する
のである。効率が支配すると創造は，しぼんでしまう。これが行動創発型マル
チメディア戦略で，ソニーの構成員に共有されていると思われる。
ソニーの大賀会長の以下の発言はDVD-RAMでもソニーが同じ戦略をと
る可能性を示唆させる。デジタル・ビデオディスク（DVD ）の規格統ーでは
松下電器産業などに譲歩した形だが「ソニー－フィリップス連合の特許は相当
含まれているj と大賀会長の発言はこの裏付けである。パソコンの記録媒体と
なる DVD-RAMで独自方式を提唱，強気の姿勢を変えないのも，自社の特
許資産への自信の表れという指摘があるがこれも，グランドスタンダードの存
在により裏付けられる。グランドスタンダードを研究する以外に，ソニーのマ
ルチメディア戦略は分析できないと思われる理由である。
企業者史をもとに帰納的にマルチメディア戦略型を抽出し，それを，理論的
に体系化するため「量・質・種類J の 3 つのフレームワークの適用が試みうる
u青家， 1998a）。富士通の計画主導型マルチメディア戦略は量志向，ソニーの
行動創発型は種類志向といえるかもしれない。
アサヒビールの集中戦略の例
戦略のもう一つのポイントとしては，相手が気付かないうちに軍（組織）を
移動させることにある。このことは，アサヒビールの例によくあらわれている。
販売部門を例にしてみてみると，昔のキリンのように既存市場で大きな市場を
持っていると量販店は開発対象にならない。当然、キリンの販売員はここにコネ
のある人はいないということになる。よって，キリンの販売員がくる前に，ア
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サヒはここにコネを持てば集中戦略をとることができ，量販店という大きな市
場に経営資源を集めることができるのである。また，販売部門でこの手がある
のなら，研究開発・商品企画・製造組織・流通でも同じような場所をきがせば
よいのである。それもなるべくキリンから遠い場所（軸）を探せばよい。この
ようにしてアサヒはキリンに気付かれないうちに組織を移動させることに成功
して，キリンの売上を上回ることができた（最近経常利益も上回った）。
戦略はバーチャル空間で起こる。頭の中で発生するのである。しかし，組織
はリアリティを持っている。このバーチャルからリアリティへのタイムラグが
勝ち負けを決めるのである。したがって，そのタイムラグを変えるメディア・
媒体の変革が戦略を決める。これからの時代，インターネットになれば，組織
におけるリアリテイのどこが変わるかがマルチメディア戦略を構築する際，重
要になる。
また，戦略はシステム論によっても規制される。バーナード (1938）によれ
ば，下位システムは本来，上位システムへの依存という形をとることにより，
主体化されえない。上位システムとのトータルシステムとして，下位システム
を位置づけるナドラ一等のシステム論の立場に立つならば，上位システム，下
位システムの状態，性質，環境の場の性質， トータルシステムとしての作用対
象によって， トータルシステムの平衡状態は変化する。常に，大企業において，
マルチメディアビジネス創造の場における“活性化された個（仮説実験・情報
共有・全体把握）”は，下位システムへと組み入れられる可能性を持っている。
上位システムにより，下位システムは主体性をおびやかされる。このことは事
業創造の場の状態の維持が，なんらかの“努力”を要するものであることを意
味している。また，同時にこの“場”は秩序＝「上位システムが下位システム
より完結性が高いj 状態への移行の途上の“状態”であって，はじめて安定す
ることを示唆している。この点で現在の日本企業のモデルは主体性を要求され
るマルチメディア事業にとって適合的とは言い難い。日本の多くの大企業のマ
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ルチメディア進出が失敗する理由はここにある。米国企業が90年代達成した成
功を説明するベンチャーモデルでさせ，十分な検討が必要であると思われる。
事業進化の原理
80年代以降世界の自動車産業は「速度の戦略J を行っている。より速く開発
を行えば，競争企業を凌駕することができる。ビジネスチャンスに相手より 1
ヶ月でも速く商品を市場に投入できればその効果は大きい。シャープのザウル
スは 3 ・ 1 ・ 1 と言われる。 3 ヶ月で開発， 1 ヶ月で販売，後 1 ヶ月はダンピ
ングである。このような時， 1 ヶ月の開発期間の短縮は計り知れない効果をも
たらす。
次の原理は，「実験J である。ソニーの創業者井深大（中Jll, 1988）と本田
技研の創業者本田宗一郎（崎谷， 1979）は親友であり，ソニーと本田は似た企
業といわれた。両社は常に産業の中で似たような機能を果たしてきた。産業に
おける「実験企業J としての機能である。ソニーが新商品を出して，多くの電
機企業が追随する。本田も同様であった。両社，そのアイデア力とユニークな
社風，夢を追う人材が豊富なことが企業だけでなく産業発展の原動力となって
きた。コンピュータ産業における米国のアップル社も「実験企業J として世界
をリードしてきた。この 3 社は実験企業で，産業の未来を拓いてきた。ホンダ
もアップルもこの成果に満足し，マジョリティ（多数派）にならないことを誇
りとしてきた。
三番目の原理は「連携」である。ソニーは連携型に変わりつつある。ここで，
ソニーは似た企業である本田，アップルと80年代以降大きく差をつけ始めた。
ここで，経営戦略の軸が変わる。ソニーはどのようにして成功しようとしてい
るのであろうか。
90年代，ソニーの組織は「カンパニー制j を採用し，内部組織は独立企業の
連合体といった構造を持っている。その上， 1000社が周辺（組織間関係）に存
在し，連結売上 5 兆 5 千億円に達する。これらの企業群は極めて多種多様な産
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業にわたる。このネットワークの結節点にソニーの1000社は成立しているとも
考えられる。この「結節点J が多様な企業との連携戦略を可能とする。過去の
NH K等のメディア業界との相互進化が形成した映像・音響等の高い基礎技術
と応用技術が，無数のネットワーク（結節点）をソニーにもたらした。
ホンダもおもしろい商品を出してきた。しかし基本的に自動車のみであり，
単方向ニッチ戦略である。ソニーは音響機器から大きくメディアを中心とした
社会生活全分野に広範囲に無数の事業（カンパニー， 1000社の多様な企業群）
が展開しつつある。その結果，気が付けばニッチの総和で電機業界の覇者とな
る可能性がでてきた。
かつての電機業界はニッチ企業ソニー（実験企業として）に実験させて量産
は自社で，と考えていた。経営戦略論での二番手戦略である。経営学には「二
番手企業がもっとも大きな成功を収める」との有名な命題がある。ファースト
ムーパー（一番手企業）は成功者になれないとの説は米国の経営学でも有力で
ある。草創期， I B M社は二番手企業として大成功を納めた。パソコンの基本
ソフトでの二番手企業マイクロソフト社は，ファーストムーパーのデジタルリ
サーチ社をあっという聞にマニアの思い出の中に駆逐した。
「連携戦略J では他企業，個人の知識に関する態度によって 2 つのモデルが
成立する。一つは編集である。これは自らが計画（目標）して他企業と関係を
構築していく，合目的である。このときは連携は手段で目的が目標の達成であ
る。どうしても自社が主体のため，連携する知識は制約され，また相手先の離
反も招きやすい。ヒューズと GMの通信事業など「編集主導連携」は限界が出
やすい。
それに対して，連携が目的で，目標が手段という連携がある。これは「関係
包含連携」である。いままでの連携は現実（商品・技術）が関係（連携）を決
めてきた。 21世紀は「関係j が現実（商品・技術）を決める（日本サンマイク
ロシステムズ山田博英専務，インタビュー， 1998）。「現実ーう関係J から「関
係ー今現実」への転換が21世紀への転換である。これはサン・マイクロシステ
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ムズの戦略である。自分が相手を操作するのではなく，自ら「関係」に身を任
せて関係の中から生まれてくる事業を次々に行っていく。ソニーは編集主導連
携から関係包含連携へと転換しつつある。これがソニーがホンダに先行して業
界のニッチ企業から覇者へと変わろうとしている主な理由である。システム論
的に言うとこのことはクローズからオープンへの連携システムの大転換である。
第四の原理は「相互進化」である。 NHKを中心としたメディア業界とソニー
は相互進化をとげてきた。 1970年代後半からこれまで20年以上，ソニーは世界
の放送業界のピデオ機器で80%以上のシェアを獲得してきた。成功の原因はN
H K も含め，全世界のユーザー（放送局）に直接技術幹部が入り込み，ニーズ
をつかみ，構成員相互の交流を深めていったことにある。世界の25社を押さえ
ればシェアの80% をとれる。
この放送局等のメディアとの相互進化は，ソニーに波及性の高い技術力を育
て，メディア時代に対応した広いネットワークを形成できる人材を養成した。
このことは企業にとって，異業種で啓発しあえる企業の存在がいかに大きいか
を示している。これは「高いレベルのユーザー企業の存在がいかに大きいか」
というマサチューセッツ工科大学のヒッペル（1988）のユーザーサプライヤー
インタラクション理論で説明できる。このようなユーザー企業の存在があれば，
社員は放っておいても学習，研錆せざるをえない。過去のNH K等のメディア
業界との相互進化が形成した映像・音響等の高い基礎技術と応用技術が，無数
のネットワークをソニーにもたらしたのである。
結語
進化パスが事業戦略として選択され，事業進化が意図的・主体的に起こされ
る。この事業進化を支配する原理が「主体化J f収穫逓増の経済J 「速度の経済」
「ソーシャル・インj である。
マルチメディア化は企業に対して速度の経済を求め，事業の自律化を進めて
いる。これは収穫逓増の原理（収穫逓増の経済）と表裏する。情報ネットワー
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ク化とグローパル化が世界経済を大きく変容させている。自律できない事業は
敗者となる。国際的な戦略提携がアジア経済の急成長とともに複雑かっ重層的
に行われる。この中での中心原理がデファクトスタンダードの獲得，そのグロー
パルスタンダード化による収穫逓増の原理である。それを支える事業主体＝人
間＋コンピュータは高い主体性・自律性が求められる。
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